
本資料は令和5年12月14日（木）に与党より公表された令和6年度税制改正大綱に基づき、情報提供を目的として概要を抜粋して記載しておりま
す。よって、今後国会に提出される法案等を確認する必要があり、本内容とは異なる内容が制定される可能性がありますのでご留意下さい。

令和6年度税制改正大綱速報（抜粋）

外形標準課税は、資本金1億円超の大法人を対象に導入され、企業の稼ぐ力を高める法人税改革の一環として拡

大されてきました。しかし、1億円以下への減資などの要因で外形標準課税の対象法人数は、導入時の約3分の2ま

で減少していることから、制度導入の趣旨を踏まえ、中堅・中小企業のM＆Aやスタートアップへの影響が生じな

いように配慮しつつ、外形標準課税の適用対象法人のあり方について下記の見直しが行われます。

（1）減資への対応

外形標準課税の対象法人について、現行基準（資本金1億円超）を維持しますが、前事業年度（※1）に外形標準

課税の対象であった法人については、資本金1億円以下になった場合でも、資本金と資本剰余金の合計額が10億円

を超えるのであれば、外形標準課税の対象とされます。

（令和7年4月1日施行、同日以後に開始する事業年度から適用）

※1 施行日以後最初に開始する事業年度については、公布日を含む事業年度の前事業年度（公布日の前日に資本金が1億以下となっていた

場合には、公布日以後最初に終了する事業年度）

出典：総務省「令和6年度地方税制改正(案)について」

（2）100％子法人等への対応

① 資本金と資本剰余金の合計額が50億円を超える法人（※2）等の100％子法人等のうち、その事業年度末日の資

本金が1億円以下であっても資本金と資本剰余金の合計額（※3）が2億円を超えるのであれば、外形標準課税の対

象とされます。

※2 その法人が非課税又は所得割のみで課税される法人等である場合を除く。

※3 公布日以後に、その100％子法人等がその100％親法人等に対して資本剰余金から配当を行った場合においては、その配当に相当する

額を加算した金額

② 産業競争力強化法の改正を前提に、特別事業再編計画（仮称）に従って一定の買収が行われた場合には、その

買収された法人については5年間、外形標準課税の対象外とされます（※4） 。

※4 その買収された法人が現行基準（資本金1億円超）又は(1)により外形標準の対象である場合を除く。

③ ①により、新たに外形標準課税の対象となる法人について、外形標準課税の対象となったことにより従来の課

税方式で計算した税額を超えることなる額のうち、次に定める額をその事業年度に係る法人事業税額から控除する

措置が講じられます。

イ 令和8年4月1日から令和9年3月31日までの間に開始する事業年度

その超える額に3分の2の割合を乗じた額

ロ 令和9年4月1日から令和10年3月31日までの間に開始する事業年度

その超える額に3分の1の割合を乗じた額

（令和8年4月1日施行、同日以後に開始する事業年度から適用）

外形標準課税

無断転載禁止
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